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１．弘前市パートナーシップ宣誓制度について 

  弘前市では、弘前市総合計画及び弘前市男女共同参画プランに基づき、「一人

ひとりが互いを尊重し合い心豊かに暮らせるまち弘前」の実現に向け、すべての

人が個人としての尊厳が重んじられ、互いに多様な価値観を認め合いながら自分

らしく生きられるまちづくりに取り組んでいます。 

その取組の一環として「弘前市パートナーシップ宣誓制度」を始めます。 

この制度は、双方又は一方が性的マイノリティのお二人が、お互いをパートナ

ーとして、日常生活において相互に支え合い、協力し合うことを約束して「パー

トナーシップ宣誓」を行い、その宣誓を市が証明するものです。宣誓によって何

らかの法律上の効果が生じるものではありませんが、悩みや生きづらさを感じて

いる方々の不安な思いを、少しでも軽減・解消できるよう取り組むものです。 

市は、この制度導入を契機とし、性的マイノリティの方をはじめ、困難な状況

に置かれている人への理解と共感が広がり、多様性を尊重するまちづくりがより

一層推進されるよう努めます。 

 

 

２．パートナーシップ宣誓ができる方 

  パートナーシップ宣誓をするには、下記の要件をすべて満たしている必要があ

ります。 

（１）双方又はいずれか一方が性的マイノリティ※の方であること。 

   ※性的指向（どのような性別の人を好きになるか）が必ずしも異性愛のみで

はない人又は性自認（自分の性別をどのように認識しているか）が出生時

に割り当てられた性別と異なる人。 

（２）民法に規定している成年※に達していること。 

   ※成年年齢は 20 歳。ただし、民法改正により令和 4 年 4 月 1 日からは 18

歳。 

（３）市内に住所を有している又は３か月以内に市内への転入を予定していること。 

（４）配偶者がいないこと及び宣誓をする相手方以外の方とパートナーシップの関

係にないこと。 

（５）民法上婚姻を禁止されている関係※にないこと。 

   ※民法第 734 条から第 736 条に規定する関係で、 

・直系血族（自分と直系にある人【父母・祖父母・子・孫など】） 

・三親等内の傍系血族（同じ始祖から分かれ出た人【兄弟姉妹・叔父叔母・甥

姪】ただし養子と養方の傍系血族は除く。） 

・直系姻族（自分の配偶者と直系にある人【配偶者の父母・祖父母など】、自分
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と直系にある人の配偶者【子・孫の配偶者など】） 

・養子若しくはその配偶者又は養子の直系卑属若しくはその配偶者と養親

又はその直系尊属との関係 

となります。 

 

 

３．手続き方法 

（１）宣誓を希望する場合、事前に企画課ひとづくり推進室に予約する 

・宣誓する場所、日時等について、宣誓するお二人のご希望に沿えるよう調整

しますので、事前の予約をお願いします。 

・宣誓を希望する日の、概ね一週間程度前までに予約してください。 

・宣誓場所は、弘前市役所本庁舎のほか弘前駅前公共施設ヒロロスクエア（ヒ

ロロ３階）などで調整します。市の施設であっても、市民会館・弘前文化セ

ンターなど、使用料・入場料等が必要となる場所については指定できません。 

・状況によりご希望に沿えない場合もあります。あらかじめご了承ください。 

・予約は電話又はＥメールでお願いします。 

 電話：０１７２－２６－６３４９（土曜日・日曜日・祝日等市役所の休日を除く８：３０～１７：００） 

Ｅメール：kikaku@city.hirosaki.lg.jp 

（２）宣誓する 

・予約した日時に、指定の場所へお二人でお越しください。 

・「弘前市パートナーシップ宣誓書」（以下、「宣誓書」という。）に署名し、必

要書類（３ページ参照）を添えて提出してください。 

・自署することができない場合は、代筆が可能です。 

・性別違和があるなど、市長が特に理由があると認めた場合は、日常生活で使

用している通称名を使用することができます。 

（３）パートナーシップ宣誓書受領証の受領 

・宣誓の対象となる要件を備えている場合、「弘前市パートナーシップ宣誓書受

領証」（以下、「受領証」という。）に宣誓書の写しを添えて交付します。 

・宣誓する場所が弘前市役所本庁舎の場合は、即日交付します。（宣誓から受領

証の交付まで、１時間程度のお時間をいただきます。） 

・宣誓する場所が弘前市役所本庁舎以外の場合は、即日交付することができま

せん。詳細については、ご予約の際にご案内します。 

・市外の方が宣誓した場合は、宣誓書の写しを交付することとし、受領証は転

入後の住民票を提出していただいた後に交付します。 

 

mailto:kikaku@city.hirosaki.lg.jp
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４．手続きに必要な書類 

（１）住民票の写し又は転出証明書 

・宣誓日前 3 か月以内に発行されたものを、それぞれお持ちください。 

なお、宣誓をするお二人が同一世帯の場合、住民票の写しはお二人が記載さ

れたもの 1 通で構いません。 

・住民票の写しは、住民票コード及びマイナンバーは省略し、本籍及び世帯主

の氏名・続柄は省略しないものをお持ちください。 

（２）戸籍個人事項証明書（戸籍抄本） 

・宣誓日前 3 か月以内に発行されたものを、それぞれお持ちください。（本籍

地の市町村でなければ発行できませんのでご注意ください。） 

・外国籍の方は本国の大使館、領事館等が発行する婚姻要件具備証明書（3 カ

月以内に発行されたもの）に、日本語訳（翻訳者の氏名が記入されたもの）

を添え提出してください。 

（３）本人確認書類 

・「氏名及び住所」又は「氏名及び生年月日」が確認できる下記の書類を提示し

てください。 

・原則、「1 枚の提示で足りるもの」に示されている書類で確認します。 

・「1 枚の提示で足りるもの」に示されている書類がない場合に限り、「2 枚以

上の提示が必要なもの」に示されている書類で確認します。 

 

1 枚の提示で足りるもの 2 枚以上の提示が必要なもの 

・運転免許証 

・個人番号カード（マイナンバーカード） 

・旅券（パスポート） 

・宅地建物取引士証 

・戦傷病者手帳 

・身体障害者手帳 

・療育手帳 

・在留カード又は特別永住者証明 

など 

・国民健康保険、健康保険、船員保険、又は

介護保険の被保険者証 

・共済組合員証 

・国民年金手帳 

・国民年金、厚生年金保険又は船員保険の年

金証書 

※学生証、法人が発行した身分証明書で写真

付きのもの 

など 

「※」の書類のみが２枚以上あっても確認できませんので、ご注意ください。 
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５．宣誓後の手続き 

  宣誓後の下記の手続きについては、宣誓時と同様、企画課ひとづくり推進室ま

で事前に連絡をお願いします。また、手続きの際は、本人確認書類（3 ページ参

照）をお持ちください。 

（１）受領証の再交付 

・受領証の紛失又は氏名の変更をした場合は、「弘前市パートナーシップ宣誓書

受領証再交付申請書」を提出することで、受領証の再交付を受けることがで

きます。 

・氏名の変更手続きの場合、氏名を変更したことがわかる戸籍個人事項証明書

を添付してください。なお、通称名を変更する場合は、別途お問い合わせく

ださい。 

（２）受領証の返還 

・次のいずれかに該当する場合は、「弘前市パートナーシップ宣誓書受領証返還

届」に交付済みの受領証を添えて提出してください。 

① パートナーシップが解消されたとき 

② 一方又は双方が市外へ転出したとき 

※お仕事による一時的な転出など、事情に応じて対応いたしますので、ご

相談ください。 

③ 「２．パートナーシップ宣誓ができる方」の（４）（５）の要件を満たさ

なくなったとき 

 

 

６．宣誓の無効 

・次のいずれかに該当する場合は、宣誓を無効とします。 

① 宣誓書の内容に虚偽又は不正があったとき 

② 不正の目的をもって受領証を使用したとき 

③ 市外の方が宣誓した場合で、宣誓した日より 3 か月以内に転入後の住民

票が提出されなかったとき 

④ 「５．宣誓後の手続きについて（２）受領証の返還」のいずれかに該当す

るにも関わらず、返還の届出をしないとき 

・宣誓が無効となった場合は、宣誓者は交付された受領証を返還してください。 

・宣誓した日に遡及し無効となった場合は、宣誓書の写しもあわせて返還して

ください。 

・市長は、必要があると認めるときは、無効とした宣誓番号を公表する場合が

あります。 
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７．宣誓することで利用できる市の手続きやサービス等 

・市民税県民税の代理申告 

・所得課税証明書の申請、交付の手続き（同居している場合に限る） 

・納税証明書の申請、交付の手続き（同居している場合に限る） 

・固定資産証明書申請、交付の手続き（同居している場合に限る） 

・避難行動要支援者名簿登録申請手続き 

・犯罪被害者等支援の手続き 

・市営住宅・駅前住宅・駅前北地区都市再生住宅の入居申込手続き 

※ この他、弘前市内にある県営住宅へも入居申込をすることができます。 

 
 

８．宣誓することで利用できる民間事業者の手続きやサービス等 

  民間事業者の中には、携帯電話の割引サービスや生命保険の受取人指定、住宅

ローンでの手続きの簡略化など、すでにサービスを提供している事業者もありま

す。 

今後、様々な民間事業者等の方々に制度の趣旨をご理解いただき、宣誓された

方が利用できる手続きやサービスが広がるよう、積極的に周知していきます。 

 
 

９．情報の取扱い 

 宣誓に係り得た個人情報は、受領証の発行のために必要とするものであり、他

の目的による内部利用や目的外提供をすることはありません。 

 書類及びデータの保管・管理は事務を取り扱う企画部企画課のみで行い、住民

基本台帳など市が保有する他の情報と紐づけることはありませんのでご安心く

ださい。 

 
 

10．市の担当部署 

 本制度についてご不明な点などありましたら、下記までご連絡ください。 

 ・弘前市企画部企画課ひとづくり推進室 

〒036-8551 青森県弘前市大字上白銀町１番地１ 

電話：0172-26-6349（土曜日・日曜日・祝日等市役所の休日を除く 8:30～17:00） 

FAX：0172-35-7956 

Ｅメール：kikaku@city.hirosaki.lg.jp 

mailto:kikaku@city.hirosaki.lg.jp
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11．Ｑ＆Ａ 

 Ｑ１．弘前市パートナーシップ宣誓制度と結婚は違うのですか？ 

Ａ１ 

  結婚は、法律の定めるところにより婚姻の届出をすることで、親族関係が生

じ、扶養義務や相続権など、様々な義務・権利が発生します。 

一方、弘前市パートナーシップ宣誓制度は、要綱（市の内部規定）を制定し

実施するもので、婚姻の届出をすることで発生する法律上の義務や権利は発生

しません。また、パートナーシップ宣誓をしても、住民票や戸籍などの記載が

変わることもありません。 

この制度は、日常生活において相互に支え合い、協力し合うことを約束した

お二人の宣誓を市が受け止め、様々な場面で感じる生きづらさや不安な思いを

軽減、解消できるよう取り組むものです。 

 

 

Ｑ２．事実婚のカップルも対象になりますか？ 

Ａ２ 

市では、弘前市男女共同参画プランに基づき、「高齢者、障がい者、性的マイ

ノリティ、外国人等が安心して暮らせる環境整備」を進めることとし、本制度

は、その取組の一環として性的マイノリティの方が感じている悩みや不安、生

きづらさを少しでも軽減、解消できるよう実施するものです。 

したがって、「事実上婚姻関係と同様の事情にある者」として一定の関係性が

認められている事実婚の方については、本制度の対象とはしていません。 

 

 

Ｑ３．法律上の効果がないということですが、宣誓して何か変わることはありま

すか？ 

Ａ３ 

宣誓することによる法律上の義務や権利は発生しませんが、市の一部の手続

きやサービス等について、宣誓をされた方が活用可能になったり、手続きがス

ムーズに行われるものもあります。（5 ページ参照） 

また、民間事業者等の中には、一定の要件を満たしていれば、受領証を提示

することで携帯電話の家族割サービスや生命保険の受取人指定、住宅ローンで

の手続きの簡略化などの対応をしている事業者があります。 

今後、様々な民間事業者等の方々に制度の趣旨をご理解いただき、宣誓され

たお二人が対象となるサービスや手続きの簡略化などに対応していただける

よう、積極的に周知していきたいと考えています。 
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なお、市役所で可能となる手続き等については、市のホームページなどでお

知らせしていきます。    

 

 

Ｑ４．宣誓は、同性カップルしかできませんか？ 

Ａ４ 

宣誓の対象は、戸籍上の同性カップルに限定していません。トランスジェン

ダーやバイセクシュアルなどで戸籍上異性のカップルであっても、要件を満た

していれば宣誓することができます。詳しくはお問い合わせください。 

 

 

Ｑ５．民法で婚姻を禁止されている関係とは具体的にどのような関係ですか？ 

Ａ５ 

   民法において次のように規定されています。 

①直系血族又は三親等内の傍系血族の間（民法第 734 条） 

（祖父母、父母、子、孫、兄弟姉妹、伯父伯母、叔父叔母、甥姪等） 

②直系姻族の間（民法第 735 条） 

（配偶者の祖父母、配偶者の父母、子の配偶者等） 

③養子、その配偶者、直系卑属又はその配偶者と養親又はその直系尊属 

との間（民法第 736 条） 

 

 

Ｑ６．弘前市民以外は宣誓できませんか？ 

Ａ６ 

   宣誓しようとする際に、弘前市内に住所があるか、3 か月以内に弘前市内へ

転入予定である必要があります。 

転入予定の方は、転出先が弘前市となっている転出証明書を添付して提出し

ていただきます。 

宣誓後、弘前市外に転出する場合は受領証を返還していただきますが、転出

の事情に応じて対応しますので、詳しくはお問い合わせください。 

 

 

Ｑ７．パートナー同士、同居していないと宣誓できませんか？ 

Ａ７ 

   同居の必要はありませんが、お互いに日常生活において支え合い、協力し合

うことを約束した関係である必要があります。 
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Ｑ８．宣誓は誰に対して、いつ、どこでできますか？ 

Ａ８ 

   宣誓される方のプライバシー保護等の観点から、事前に企画部企画課ひとづ

くり推進室にご連絡をいただき、担当の職員のみが対応いたします。事前相談

の際に、場所や日時のご要望を伺い、担当職員が可能な範囲で対応いたします

が、場所は、市役所本庁舎や岩木・相馬総合支所内の会議室、ヒロロスクエア

などを想定しております。 

   宣誓しようとする日の概ね一週間程度前までにはご相談くださいますよう

お願いします。 

 

 

Ｑ９．宣誓日を記念日にしたいのですが、希望する日に宣誓できますか？ 

Ａ９ 

   宣誓に当たっては、事前に企画部企画課ひとづくり推進室にご連絡をいただ

き、宣誓する場所や日時のご要望を伺い、担当職員が可能な範囲で対応いたし

ます。日時については、夜間や休日などの場合、ご希望に添えない場合があり

ますので、あらかじめご了承ください。 

   宣誓しようとする日の概ね一週間程度前までにはご相談くださいますよう

お願いします。 

 

 

Ｑ10．代理や郵送による宣誓はできますか？ 

Ａ10 

代理や郵送による宣誓はできません。 

事前に調整した場所に、宣誓されるご本人にお越しいただき、宣誓していた

だきます。ただし、病気等の事情で窓口にお越しいただくことが難しい場合は

ご相談ください。 

 

 

Ｑ11．宣誓書に自署できない場合、代筆してもらうことはできますか？ 

Ａ11 

   宣誓書に自署することができない場合は、代筆が可能です。 
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Ｑ12．外国籍の場合も宣誓はできますか？ 

Ａ12 

   外国籍であっても、弘前市民又は弘前市内に転入を予定している方であれば

宣誓できます。 

   外国籍の方は、本国の大使館や領事館が発行する婚姻要件具備証明書（3 か

月以内に発行されたもの）など、独身であることを確認できる書類に日本語訳

を添えて提出してください。（３ページ参照） 

   なお、宣誓書をはじめ市が用意するすべての資料は日本語です。 

 

 

Ｑ13．通称名を使用できますか？ 

Ａ13 

   性別違和等で特に理由がある場合は通称名を使用することができます。その

場合、受領証の裏面に特記事項として戸籍上の氏名を表記します。 

通称名の使用を希望する場合は、日常生活においてその通称名を使用してい

ることが確認できる資料を提示していただきます。（確認後返却します。） 

 

 

Ｑ14．宣誓に費用はかかりますか？ 

Ａ14 

   受領証の発行に費用はかかりません。 

ただし、宣誓に必要な書類（住民票や戸籍個人事項証明書など）の発行手数

料やコピー代は自己負担となります。 

 

 

Ｑ15．宣誓後に転居する場合、手続きが必要ですか？ 

Ａ15 

   弘前市内での転居の場合、手続きは必要ありません。 

   弘前市外に転出される場合、原則、受領証を返還いただくこととなりますが、

お仕事による一時的な転出など、事情に応じて対応いたしますので、ご相談く

ださい。 

   また、転出先の自治体で同様の制度を行っているかなどお調べすることもで

きますので、不安なことがありましたらご相談くださいますようお願いします。 
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参考 弘前市パートナーシップ宣誓の取扱いに関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、弘前市総合計画及び弘前市男女共同参画プランに基づき、一人ひとりが

互いを尊重し合い心豊かに暮らせるまちの実現を目指し、パートナーシップの宣誓の取扱い

について必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

 (1) 性的マイノリティ 性的指向が必ずしも異性愛のみではない者又は性自認が出生時に割

り当てられた性別と異なる者をいう。 

 (2) パートナーシップ 双方又はいずれか一方が性的マイノリティである二者が、互いを人

生を共に過ごす相手（以下「パートナー」という。）とし、日常の生活において相互に支え

合い、協力し合うことを約した関係のことをいう。 

 (3) 宣誓 パートナーシップにある二者が、市長に対し双方がパートナーであることを誓う

ことをいう。 

 （宣誓の対象者） 

第３条 宣誓をすることができる者は、次の各号のいずれの要件にも該当する者とする。 

 (1) 民法（明治２９年法律第８９号）第４条に規定する成年に達していること 

 (2) 本市に住所を有している又は３か月以内に本市への転入を予定していること 

 (3) 配偶者がいないこと及び宣誓をする相手方以外の者とパートナーシップの関係にないこ

と 

 (4) 双方が民法第７３４条から第７３６条までの規定により、婚姻を禁止されている関係に

ないこと 

（宣誓の方法） 

第４条 宣誓をしようとする者は、弘前市パートナーシップ宣誓書（様式第１号）（以下「宣誓

書」という。）に自署し、次の各号に掲げる書類（宣誓日前３か月以内に発行されたもの。）

を添付し、市長に提出するものとする。ただし、宣誓しようとする者の双方又は一方が宣誓

書に自署することができない場合は、代筆させることができる。 

 (1) 住民票の写し又は本市が転出先となっている転出証明書 

 (2) 戸籍個人事項証明書（戸籍抄本） 

２ 前項第１号に掲げる提出書類が本市以外の住民票の写し又は転出証明書の場合、宣誓した

日より３か月以内に、本市に転入後の住民票の写しを市長に提出しなければならない。 

３ 第１項各号に掲げる書類は、これを提出することができない特別な事情が認められる場合

に限り、市長が認める別の書類をもって代えることができる。 

４ 宣誓しようとする者は、性別違和等市長が特に理由があると認めた場合は、宣誓書におい

て通称名を使用することができる。 

５ 市長は、宣誓書を提出した者が本人であることを、戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）

第２７条の２第１項の規定の例により確認するものとする。 

６ 宣誓しようとする者は、宣誓する日時等について、事前に市と調整するものとする。 

 （受領証の交付） 

第５条 市長は、前条第１項の規定により宣誓がなされた場合、提出された宣誓書及び添付書
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類等を確認し、第３条に規定する要件を満たしていると認めたときは、当該宣誓をした二者

に対し、弘前市パートナーシップ宣誓書受領証（様式第２号）（以下「受領証」という。）に

宣誓書の写しを添えて交付するものとする。ただし、本市に住所を有していない者が宣誓し

た場合は、宣誓書の写しを先に交付するものとし、受領証は、前条第２項に規定する本市に

転入後の住民票の写しの提出後に交付するものとする。 

２ 前条第４項の規定により通称名を使用して宣誓した場合には、戸籍に記載されている氏名

を受領証の裏面に記載するものとする。 

 （受領証の再交付） 

第６条 前条第１項の規定により受領証の交付を受けた者（以下「宣誓者」という。）は、当該

受領証を紛失、毀損、汚損又は氏名の変更により受領証の再交付を受けようとするとき、弘

前市パートナーシップ宣誓書受領証再交付申請書（様式第３号）を市長に提出することで、

受領証の再交付を受けることができる。 

２ 第４条第５項及び第６項の規定は、前項の申請について準用する。 

（受領証の返還） 

第７条 宣誓者は、次の各号のいずれかに該当するとき、弘前市パートナーシップ宣誓書受領

証返還届（様式第４号）に交付済みの受領証を添えて、市長に届出なければならない。 

 (1) 宣誓した双方の意思により、パートナーシップが解消されたとき。 

 (2) 一方又は双方が本市以外へ転出したとき。ただし、市長が特に理由があると認めた場合

はこの限りではない。 

 (3) 第３条第３号及び第４号の要件を満たさなくなったとき。 

 (4) その他、市長が必要と認めたとき。 

２ 市長は、受領証を返還した者が希望する場合、返還された受領証の宣誓番号を公表するこ

とができる。 

３ 第４条第５項の規定は、第１項の届出に係る本人確認について準用する。 

（宣誓の無効） 

第８条 次の各号のいずれかに該当する宣誓は、無効とする。 

 (1) 宣誓書の内容に虚偽又は不正があったとき。 

 (2) 不正の目的をもって受領証を使用したとき。 

 (3) 第４条第２項に規定する住民票の写しが提出されなかったとき。 

(4) 前条第１項各号のいずれかに該当するにも関わらず、同項の届出をしないとき。 

(5) その他、市長が必要と認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により無効とした場合、宣誓した者に対し弘前市パートナーシップ宣

誓に関する無効通知書（様式第５号）により通知するものとし、交付された受領証及び宣誓

書の写しの返還を求めるものとする。 

３ 市長は、必要があると認めるときは、無効とした宣誓番号を公表することができる。 

 （補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は市長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年１２月１０日から施行する。
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